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実施状況を確認し、見守り必要箇所は、地域ボランティア等による学校支援活動
の強化

地域学校共同活動の検討、地域ボランティアの協力依頼、地域学校協働活動推進員（地域ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）との調整【新規】

令和6年9月開設：教育関連相談受付電話かっぱコール【継続】

教材等の学校徴収金はR10年度予算目途に公会計化の方
向で検討【新規】

教育委員会で現状把
握、教育委員会で回
答できる調査物を精
査
R8.5月保護者連絡シ
ステムの導入【新
規】

情報教育指導員の配置【継続】

自校プールを使用する小学校５校のプール清掃の外部委託費について、R9年度から
予算化を検討【新規】

学校の実情に応じ
た開錠・施錠のあ
り方について検討

スクールアシスタントや保護者、地域住民を中心とした学校ボランティアの活用【新規】
学校運営協議会や地域協働活動へ依頼、事故等の予見及び回避に係る研修実施

ひたち野うしく小学校を含む2小学校、５中学校、１義務教育学校は、ひたち野
うしく小学校屋内プールを使用しており、その運営管理を外部委託【継続】

学校運営協議会で「業務量管理・健康確保措置」含めた学校経営方針を承認【新規】

放課後から夜間における校外の見回りは実施しない。
補導された児童生徒の引き取りは、保護者が第一義的な責任を負うことについて
認識を共有【継続】

市職員の給食費口座引
落へ（条例改正）

給食費は公会計化済

行政による学校問題解決のための支援体制構築補助金(かっぱコール関係)【新規】
※複雑化する事案に対し学校単独ではなく、専門家を交えた行政による支援体制を構築

R8取組による効果の把握、課題の検証
保護者連絡システムにより、アンケートやチラシ等の情報発信は教育委員
会から直接各家庭へ【継続】

R2.11～ICT機器導入業者・ネットワーク設備構築業者に業務委託【継続】
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清掃時間・頻度の見
直し【新規】
業務量管理・健康確
保措置プロジェクト
チームで協議

R8.秋に休日の部活動の地域展開を実現【新規】

小学校低学年の給食時の対応はスクールアシスタントがサポートへ【新規】

小学校へスクールサポートスタッフを配置【継続】

自動採点システムの試
行導入・効果検証【新
規】

茨城県教育委員会に対し、高校入試制度の簡素化を要請【新規】

5歳児健診実施に向けて保
健福祉部と協議【新規】

校内ICTを活用し教材や指導案を共有し市内小中義務教育学校へ展開【新規】

外国人児童生徒やその保護者への日本語指導に係る支援員との連携【新規】
訪問型家庭教育支援体制の充実・学校との連携促進【継続】

自動採点システムの導入、
保護者への学習成果の伝達のしかたを検討【新規】

平日の部活動は地域クラブ活動推進協議会で審議【新規】

行事の実施目的の明確化と精選、日程の短縮・規模の縮小の検討

地域への協力依頼・地域ボランティアの活用、集会・委員会等の精選【継続】

こどもの未来応援センターやこども発達支援センターのぞみ園との連携【継続】
スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤーとの連携【継続】

教育委員会で不登校支援訪問を年５回実施【継続】

週当たり授業時数28時間、各校教育課程の年間授業時数を年度当初の計画段階で真に必
要な時数となるよう設定【新規】

試行【新規】

決められた時間以外の電話は教育委員会に案内【新規・継続】

新たな保護者連絡システムを導入することにより、今まで学校から発出していた配
付物を教育委員会から直接各家庭へ連絡できるようにする【新規】

「GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリスト」に基づいた自己点検を実施、
達成状況を令和11年度までに70％とする【参考：令和6年度49.84％】

教育課程編成は学習の習得状況や弱点を把握し補充学習等できる体制を整える【新規】

次期学習指導要領の答申や審議の進捗を参考に検討を進める【新規】

勤務時間内通話の自動録音機能はR8全校に設置予定【新規】
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